
【徹底解説】 大規模成長投資補助金  

 4次公募概要＆3次公募採択結果 

 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、公式 HP をご確認ください。 

 

大規模な設備投資を支援する「中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助

金（以下、大規模成長投資補助金）」の 4次公募が、令和 7年 7月 7日に開始となりました。 

 

補助対象経費に建物費を含み、最大 50億円を補助する制度であることから、多くの企業が関心を寄せ

ています。 

 

本補助金における 3次公募の採択結果も発表されており、今後の申請に向けた参考資料となります。 

 

そこでこの記事では、4次公募の概要やスケジュール、3次公募の採択傾向を解説します。 



大規模成長投資補助金とは 

 

出典：大規模成長投資補助金 リーフレット 

掲載ページ：大規模成長投資補助金 公式 HP 資料ダウンロード 

 

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的として、足元の人手不足に対応した省力化等による労働生

産性の抜本的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大規模な設備投資に対

して補助を行う制度です。 

 活用イメージ 

大規模成長投資補助金は、以下のような取り組みに活用できます。 

 

● 工場や倉庫、販売拠点などの新設や増築 

● 最先端の機械や省力化できる設備の購入 

● ソフトウェアの購入や情報システムの構築 

https://seichotoushi-hojo.jp/assets/pdf/leaf_4ji.pdf
https://seichotoushi-hojo.jp/download/


補助対象者 

補助対象者は、常時使用する従業員数が 2,000人以下の中堅・中小企業です。派遣社員や契約社

員は、常時使用する従業員に含めませんのでご注意ください。 

 

一定の要件を満たす場合は、中堅・中小企業を中心とした最大 10社までの共同申請（コンソーシアム

形式）も対象となります。 

 

ただし、みなし大企業や 1次産業を主たる事業としている場合は補助対象外となるためご注意ください。 

 

なお、リースについては、事業者がリース会社に支払うリース料から補助金相当分が差し引かれることなど

定められた条件を満たす場合に限り、事業者とリース会社が共同申請を行うことができます。 

 

その場合、機械装置またはシステムの購入費用について、リース会社を対象に補助金を交付することが可

能です。 

補助事業の要件 

補助事業の要件として、以下 2 つの項目を定めています。 

 

1. 投資額が 10億円以上であること（専門家経費・外注費を除く補助対象経費分） 

2. 賃上げ要件を満たすこと 

  

賃上げ要件では、補助事業の終了後 3年間の対象事業に関わる従業員等 1人当たり給与支給総額

の年平均上昇率が、4.5%以上であることを定めています。 

 

各年で達成できない場合でも最終年度（補助事業の終了後 3年目）で目標の年平均成長率で計算

した水準以上になっている場合は、要件を満たすこととなります。 

 

補助事業の終了後 3年間の対象事業に関わる従業員等 1人当たり給与支給総額の年平均上昇率

の計算式は下図のとおりです。 

 



 

出典：大規模成長投資補助金 概要資料 

掲載ページ：大規模成長投資補助金 公式 HP 資料ダウンロード 

 

ただし、持続的な賃上げの実現のため、補助金申請時に掲げた賃上げ目標を達成できなかった場合、未

達成率に応じて補助金の一部または全額を返還する必要があります。 

 

補助対象経費 

大規模成長投資補助金の補助対象経費は、以下のとおりです。 

 

● 建物費（拠点新設・増築等） 

● 機械装置費（器具・備品費含む） 

● ソフトウェア費 

● 外注費 

● 専門家経費 

 

建物費には、本社機能の一部移転・新設を含みます。 

 

なお、導入しようとする建物、機械装置、器具備品、ソフトウェア等について、大規模成長投資補助金を

除く国の補助金、地域未来投資促進税制、中小企業経営強化税制、中小企業投資促進税制の適

用を受ける設備との併用はできません。 

 

https://seichotoushi-hojo.jp/assets/pdf/about_4ji.pdf
https://seichotoushi-hojo.jp/download/


一方、自治体からの補助金との併用は可能です。ただし、自治体の補助金の規定においても、本補助金

との併用に問題がないかあらかじめご確認ください。 

 

補助率・補助上限額 

大規模成長投資補助金の補助率・補助上限額は、次のとおりです。 

 

補助率 1/3以下 

補助上限額 50億円 

 

4次公募 スケジュール 

大規模成長投資補助金の 4次公募スケジュールは、次のとおりです。 

 

公募開始 令和 7年 7月 7日（月） 

公募締切 令和 7年 8月 8日（金）17時 

 

4次公募は期間が非常に短いですが、今後の公募実施に関する情報は未公表です。 

 

なお、4次公募の採択決定は 10月上中旬頃を予定しており、その後、交付申請をもって交付決定とな

ります。 

 

次回公募の実施については令和 7年 7月 29日時点で未定ですが、令和 7年度補正予算で実

施可否が決まる見込みです。 

 

 

3次公募 採択結果 

大規模成長投資補助金の直近公募である 3次公募の採択結果は、次のとおりです。 



申請者数 229件 

一次審査 採択者数 177件 

二次審査 採択者数 116件 

採択率 約 50.7% 

 

採択された事業者の平均投資額は約 62億円に上り、賃上げ目標の中央値も 6.2％と、全体的に高

水準の事業が採択に至っています。 

 

また、採択された案件全体の補助金額は約 1,812億円に達しました。 

 

なお、採択のポイントとして、加点措置の適用を受けることで採択の可能性を高めることができます。 

 

具体的な加点項目として、以下の項目が挙げられます。これらの措置が適用されるよう、事前準備をしっ

かりと行いましょう。 

 

・「中小企業から中堅企業への移行」に対する加点措置 

・「えるぼし認定企業」「くるみん認定企業」に対する加点措置 

・「地域未来牽引企業」、「パートナーシップ構築宣言登録企業」、「地域経済牽引事業計画」に対する

加点措置 

・「金融機関による確認書」の提出・確認書を発行した金融機関の担当者等がプレゼンテーション審査に

同席した場合の加点措置 

・「地域企業経営人材マッチング促進事業活用企業」に対する加点措置 

 

参照：大規模成長投資補助金 公式 HP 3次公募の採択者について 

 

https://seichotoushi-hojo.jp/information/2025/06/30.html


3次公募における各種指標の中央値（採択者、申請者全体） 

 

出典：（参考）3次公募における各種指標の中央値（採択者、申請者全体） 

掲載ページ：大規模成長投資補助金 公式 HP 3次公募の採択者について 

 

3次公募における各種指標の中央値を見ると、採択者の中央値はすべての指標において申請者全体の

中央値より上回っています。 

つまり、これらの値が高いほど、採択の可能性も高いと言えます。 

また特に、以下の指標において採択者の中央値が申請者の全体値と比較して著しく高い点は注目すべき

点と言えるでしょう。 

 

● 全社売上高増加額 

 採択者：＋62.3億円、申請者全体：＋42.2億円 

 

● 補助事業売上高増加額 

 採択者：＋56.1億円、申請者全体：＋37.7億円 

 

● 補助事業付加価値増加額 

     採択者：＋24.1億円、申請者全体：＋15.7億円 

https://seichotoushi-hojo.jp/assets/pdf/3ji_median.pdf
https://seichotoushi-hojo.jp/information/2025/06/30.html


これらは、基準年（補助事業完了日を含む事業年度）の前年と事業化報告 3年目の数値を比較した

差額です。 

 

参考）リースによる投資補助 

大規模成長投資補助金において、リースによる投資補助については、既述のとおり、定められた条件を満

たす場合のみ事業者とリース会社が共同申請を行うことができます 

 

申請時に、リース料から補助金相当分が差し引かれていることを証明するリース料軽減計算書の提出が

必要となります。 

 

補助対象となるリース取引はファイナンス・リースに限り、対象経費は、リース会社が販売元に支払う機械

装置およびシステムの購入費用に限られます。 

 

補助事業者がリース会社に支払うリース料そのものや建物の取得においてリース会社を利用する場合の建

物費は補助対象外となるため、申請時にはご注意ください。 

 

参考）保険加入の推奨 

大規模成長投資補助金において、保険または共済の加入を強く推奨しています。 

 

具体的には、補助事業により建設した建物等の施設または設備を対象として、保険または共済（補助

金の交付対象である施設、設備等を対象として、自然災害（風水害を含む）による損害を補償するも

の／付保割合が 50%以上であるもの）への加入を勧めています。 

 

補助金は公費を財源とするものですので、これにより購入した建物や設備は、万が一のトラブルを避けるた

め、保険や共済の加入を検討しましょう。 

 

参照：大規模成長投資補助金 公式 HP 

 

https://seichotoushi-hojo.jp/index.html#about


まとめ 

この記事では、4次公募の概要やスケジュール、3次公募の採択傾向を解説しました。 

 

補助対象経費に建物費を含むことや、補助上限額が高額である点で注目度の高い補助金です。 

 

今後、大型の設備投資を予定している場合は、本補助金の活用もぜひ、ご検討ください。 

 

令和 7年 7月 29日 作成：株式会社 Stayway 

 

 


